
支援の名称 

災害対応型 SS の整備及び能力強化 

（災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の

整備事業費）

制度の 

趣旨・背景 

災害時の石油製品の安定供給体制を確保するため、自家発電機を備えた「住民拠

点ＳＳ（サービスステーション）」の整備や、災害対応能力を強化するための研修や

訓練による人材育成、地下タンクの入換・大型化に係る費用を支援します。 

制度の 

内容

災害時の石油製品の安定供給体制を構築するため、以下の事業を行います。 
1. 自家発電機を備えた「住民拠点 SS」の整備

災害時の燃料供給拠点となる「住民拠点 SS」に対し、自家発電機を整備します。 
  補助率：１０／１０ 

2. 地下タンクの入換・大型化

石油製品の保有在庫量を増加するための地下タンクの入替・大型化を支援します。 

  補助率： 

企業規模が中小企業等、給油所所在地が過疎地の場合：３/４、 

〃     、給油所所在地が過疎地以外の場合：２/３ 

企業規模が非中小企業の場合：補助率：１/４ 

企業規模が市町村、給油所所在地が過疎地の場合：１０/１０ 

3. 緊急時石油製品供給安定化対策事業

ＳＳの災害対応能力の強化に向けた研修や訓練等の取組を支援します。 

補助率：定額 

対象と 

なる方 

地方公共団体のほか、揮発油販売事業者といった上記の取組を行う民間事業者等 

問い合わせ 

先など 

経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油流通課 

TEL：03-3501-1320 

■関連 URL
・一般社団法人全国石油協会 HP 

http://www.sekiyu.or.jp/ 

石油製品の供給事業者に対する支援 
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